
震災による意見不表明でも上場廃止にせず

12月決算法人など、
有報等の提出期限が延長
　東北地方太平洋沖地震による災害で本来の提出期限までに有価証券報告書等を提出できないケース
が考えられるが、金融庁は3月18日、12月決算法人から2月決算法人の有価証券報告書などについ
て、平成23年6月30日までに提出すればよいとの取扱いを決めた。今般の地震が「特定非常災害の
被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」2条1項の特定非常災害に指定され
たためである。また、これに伴い、東京証券取引所などでも、有価証券報告書等の提出が遅れた場合
であっても、すぐに上場廃止とはしない取扱いを定めている。

提出期限間に合わなくても金商法等の責任は問われず
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　たとえば、12月決算法人の有価証券報告書に
ついては、本来であれば平成23年3月31日まで
に提出する必要がある。しかし、企業にあって
は、東北地方太平洋沖地震による災害により、有
価証券報告書、半期報告書、四半期報告書につい
て本来の提出期限までに提出できないなどのケー
スが考えられる。
　このため、金融庁では、東北地方太平洋沖地震

により本来の提出期限までに提出されなかったと
しても、平成23年6月30日までに提出すればよ
いとする取扱いを決めた（図参照）。
　今般の震災について3月13日に公布された「平
成23年東北地方太平洋沖地震による災害につい
ての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置
の指定に関する政令」（平成23年政令第19号）
により、期限内に履行されなかった義務に係る免

東北地方太平洋沖地震は「特定非常災害」に指定
　東北地方太平洋沖地震については、3月13日公布・施行の「平成23年東北地方太平洋沖
地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」
（平成23年政令第19号）により、特定非常災害として指定されるとともに、平成23年3月
11日が特定非常災害発生日として定められた。
　これに加え、特定非常災害に対する措置として、①行政上の権利利益に係る満了日の延長に
関する措置（運転免許証等の有効期限を平成23年8月31日まで延長）、②期限内に履行さ
れなかった義務に係る免責に関する措置、③債務超過を理由とする法人の破産手続開始の決定
の特例に関する措置が講じられている。具体的に、②は、今回の有価証券報告書等の提出期限
の延長を可能にするもので、平成23年6月30日まで延長している。また、③では、特定非
常災害により債務超過となった法人に対しては、支払不能等の場合を除き、一定の期間（平成
25年3月10日まで）、破産手続開始の決定をすることができないことを定めている。
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12月決算法人など、
有報等の提出期限が延長

各証券取引所、震災による決算発表の弾力的な取扱いを公表

※A社の株主である親会社に対するＢ社株の割当てを省略

【図7】 営業権に関する議論は不毛？

【図表1】公認会計士試験制度の概要
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【図2】債務者会社の経理処理
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【図3】本件自己株式の譲渡の概要（平成16年5月期）
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2012年にIFRSを強制適用するか否かを判断

1．試験体系を3段階5回から1段階2回（短答式試験、論文式試験）に簡素化
2．試験の一部免除の拡大等
　  ・短答式試験合格者に対する再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・論文式試験における科目別再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・企業などにおける実務経験者に対する財務会計論の免除
　  ・専門職大学院修了者などに対する短答式試験3科目（財務会計論、管理会計論、監査論）の免除
3．実務経験の位置付け変更（公認会計士の登録要件に変更）
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※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。

※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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【図】3月決算法人が初回の認定申請を行う場合

【図】試験の各段階にける通過率について（例示）
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※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。
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三段階目の試験

例1 例2 例3

18,000人

一段階目の試験の難易度を高くする

▶一段階目の合格者が高年齢
で実務経験を積めない者が
多くなるのではないか
▶一段階目が科目別合格でな
いとすれば、社会人が働きな
がら受験を目指しやすくする
ことは難しいのではないか

18,000人

二段階目の試験の難易度を高くする

▶二段階目の合格者が高年齢
で実務経験を積めない者が
多くなるのではないか
▶仮に、二段階目の試験の受験要
件に実務経験を求めることとした
場合に、どのように考えられるか
▶監査業界や経済界が一段階
目の合格者を採用しないの
ではないか
▶一段階目の合格者に順位を通知
すること等により、実務経験の機
会を確保することができるか
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三段階目の考査・試験の
難易度を高くする

▶三段階目の考査又は試験の
通過率が低いと、一段階目、
二段階目の合格のインセン
ティブが減じられ、資格制度
への魅力が損なわれるので
はないか
▶仮に、資格登録と監査登録を
分けることとした場合に、どの
ように考えられるか
▶実務補習まで修了した者の
合格を絞り込むことについて
どう考えるか

2,000人
通過率約11％

4,000人
通過率約22％

4,000人
通過率約22％

2,000人
通過率約50％

2,800人
通過率約70％

○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして当初認識時に指定された金融
負債で、当該金融負債の信用リスクの変動に起因する金額を、その他の包括利益に表示する場合
①　当該負債の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動額累計
②　当該負債の帳簿価額と満期時点で当該負債の保有者に支払われる金額との差額
③　その他の包括利益に認識された金額について、純資産の部における移動額およびその理由（リサイクリングが禁
止される場合）

④　当期中に当該負債の消滅が認識される場合、その時点で、その他の包括利益累計額に計上されていた金額（リ
サイクリングが禁止される場合）

⑤　その他の包括利益に認識された金額について、純資産の部から純損益への振替額（リサイクリングが要求される場合）

○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして当初認識時に指定された金融
負債で、当該金融負債の評価差額をすべて純損益に表示する場合
①　当該負債の信用リスクに起因する部分の公正価値について、当期中の変動額および変動額累計
②　当該負債の帳簿価額と満期時点で当該負債の保有者に支払われる金額との差額

○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして、当初認識時に指定された金
融負債について
①　当該負債の信用リスクに起因する部分の公正価値の変動額について、算定方法および当該方法を使用した理由
②　要求される開示によって当該負債の信用リスクに起因する公正価値の変動額が忠実に表現されないと判断され
た場合、その理由、およびその他有用と考える要因

③　当該負債の信用リスクに起因する公正価値の変動額をその他の包括利益に計上することによって、純損益におけ
る会計上のミスマッチを生じさせる（または拡大させる）と判断した場合、経済的関係を含め、その根拠

○借入金に関する契約違反について
①　当期中に借入金の元本、利息、減債基金、償還条件に関する債務が不履行となった場合、その旨および条件
②　貸借対照表日において債務不履行となっている借入金の帳簿価額
③　財務諸表の公表が承認される前に債務不履行が解消された場合、または当該借入金の条件が再交渉されている場合、その旨

5年又は2年の
いずれか選択

【表2】本件訴訟における争点

5月末 6月末

【図】加入対象者の範囲の拡大

【参考】「事業再生に係るDES（Debt Equity Swap：債務の株式化）研究会報告書」より抜粋

【参考】初回申請時の添付書類の改正

【図表1】各証券取引所の独立役員の確保状況

（1） 弁護士の代理出席の拒絶による本件決議の違法性の有無
（2） 本件委任状のうち添付資料のないものを無効として取り扱ったことによる本件決議の違法性の有無
（3） 本件委任状のうち押印のないものを無効として取り扱ったことによる本件決議の違法性の有無
（4） 議長不信任の動議を採り上げなかったことによる本件決議の瑕疵の有無
（5） 裁量棄却の可否

3．具体的な事例へのあてはめ
（2）回収可能部分を含むDES
　合理的に回収不可能とされた部分に加え、回収可能とされた部分もDESを行う場合、現物出資
債権の評価は回収可能額となる。このため、債権の券面額と回収可能額の差額が債務者側で債務消
滅益（債権者側では譲渡損）として認識されることとなる。下図では、回収不可能債権100に加
え、回収可能債権100についてもDESする場合に、現物出資債権の評価額は100となる。

※　通過率は、その段階の試験の合格者数を前段階試験の合格者数（一段階の試験の場合は受験者数）で単純に除したもの。
　　前年以前の前段階試験の合格者等がいるため、前段階試験の合格者数が次段階試験の受験者数とはならない。

（出典：金融庁）
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❶上場企業 約3,900社

❸会社法大会社 約10,000社から
①、②に含まれるものの数
を除く

有価証券報告書提出会社
（①、②）以外の

（資本金５億円以上、又は
  負債総額200億円以上）

❹①、②、③以外の
株式会社

約250万社から
①、②、③に含まれるものの
数を除く

❷金商法開示企業 約1,000社
（①以外）

所得区分に関する裁判所の判断所得区分に関する裁判所の判断

注記事項注記事項

東　京 大　阪 名古屋 福　岡 札　幌
未確保
148社（6.4％）

確保済
2,153社
（93.6％）

平均：1.94人 平均：1.8人 平均：2.3人 平均：2.3人 平均：2.5人

未確保
131社（7.4％）

確保済
1,642社
（92.6％）

未確保
19社（5.4％）

確保済
330社

（94.6％）

未確保
2社（1.5％）

確保済
128社

（98.5％）

未確保
3社（4.0％）

確保済
72社

（96.0％）

（出典：企業統治研究会提出資料に基づき作成）

3つの要件を満たした場合

当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別会社に資産を
譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定する。
当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別会社に資産を
譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定する。

この間に到来する有価証券報告書等の提出期限については、平成
23年6月30日までに提出すればOK（上場廃止にもならず）
この間に到来する有価証券報告書等の提出期限については、平成
23年6月30日までに提出すればOK（上場廃止にもならず）

【図】東北地方太平洋沖地震による金融商品取引法の開示書類の取扱い
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会社法の後発事象基準日
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（出典：企業会計基準委員会資料に基づき編集部が作成）
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責措置が講じられ、期限が平成23年6月30日と
されたことを踏まえてのものである。
　これにより、平成23年6月30日までに有価証
券報告書等を提出すれば、金融商品取引法上など
の責任は問われないことになる。
　なお、この取扱いは、東北地方太平洋沖地震に
よる災害以外での適用はないので留意したい。
被災資産の帳簿価額は算定段階で訂正
　また、今回の震災により、臨時報告書の作成が

できない場合には、その事情が解消した後、速や
かに提出すればよいこととしている。
　一方、臨時報告書の作成は可能であるが、被災
資産の帳簿価額が算定できないなどのケースにつ
いては、とりあえず重要な災害が発生した旨の臨
時報告書の提出を求めている。
　この場合、概算額または見込額を算定した段階
で、その額等を記載した訂正報告書を提出すれば
よいこととした。

　東京証券取引所など、全国の各証券取引所で
も、このたびの震災を踏まえた決算発表の弾力的
な取扱いを公表している。
業績予想の開示も求めず
　通期の決算発表については、決算期末後45日
以内の開示が要請されているが、震災により、速
やかに決算内容の把握や開示が困難な場合には、
45日以内などの時期に関係なく、決算内容が確
定次第、開示すればよいとの取扱いを明らかにし
ている。四半期決算発表についても同様だ。ま
た、現行、決算発表が期末後50日以内を超える
場合には、その理由等の開示を行うこととされて
いるが、この開示も必要ない。
　決算短信および四半期決算短信における業績予
想についても、震災による業績の見通しが困難な
場合には、業績予想を開示する必要はない。
　具体的には、業績予想の記載欄を削除し、表題
の下に、当該状況になった旨および業績予想の開
示が可能となった時点で開示する予定である旨を
記載することになる。
　上場廃止基準についても、弾力的な取扱いを行

う。有価証券報告書等について、本来の提出期限
までに提出できない場合であっても、平成23年
6月30日までに提出すればよいことになったこ
とを踏まえ、提出遅延となっても上場廃止基準に
該当するか否かの確認は行わない。
　また、震災により、上場会社の財務諸表または
四半期財務諸表等に添付される監査報告書または
四半期レビュー報告書において意見不表明等が記
載されても、監理銘柄指定および上場廃止対象と
はしないとしている。その旨の開示も不要となる。
今のところ3月決算法人は対象外
　なお、今回の金融庁や各証券取引所の取扱いに
ついて、現時点では、3月決算法人の有価証券報
告書については対象外となっている。「平成23年
東北地方太平洋沖地震による災害についての特定
非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に
関する政令」で定められた免責措置の期限が平成
23年6月30日とされたためである。
　3月決算法人の有価証券報告書の提出期限の延
長については、今後、同政令により、新たに免責
措置の期限が延長されることが必要になる。
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